
　平成17年度中の伯耆町における情報公開及び個人情報保護制度の運用状況についてお知らせし
ます。

　平成１7年度中の伯耆町における人事行政の運営状況についてお知らせします。

決定の内訳
公開 一部公開 文書不存在 却下請求数

情 報 公 開 制 度
個人情報保護制度

4件
2件

1件
0件

2件
0件

1件
0件

0件
2件

①採用試験実施状況（平成18年4月採用分）

②退職の状況

①勤務時間（一般職の標準的なもの（平成18年4月1日現在）

②年次有給休暇の取得状況（平成17年度）

③育児休業の取得件数（平成17年度）
　　新規 ５件
①分限処分（平成17年度）　　休職（心身の故障の場合）　２件
②懲戒等処分（平成17年度）　文書厳重注意　　　　　　　２件
①研修の状況（平成17年度）

②勤務成績評定の状況　　　　未実施
①職員の健康診断の状況（平成17年度）

②勤務条件に関する措置の要求の状況（平成17年度）　　　　該当なし
③不利益処分に関する不服申立ての状況（平成17年度）　　　該当なし

受験者数
35人
22人

区　　分
一 般 事 務
保　育　士

受診者数
７６人
６３人
１９人

区　　分

9.0日
24.0%

１人当たりの平均使用日数
使用率（総使用日数／総付与日数）

合格者数
１人
１人

採用者数
１人
１人

定　　年
１人
０人

区　　分
平成18年３月31日付
年　 度　 中 　途

勧　　奨
２人
２人

自己都合
１人
１人

鳥取県自治研修所研修
市町村職員中央研修所研修
全国国際文化研修所研修
社団法人日本経営協会研修
町村会関係研修
情報化関係研修
リーダーズカレッジ研修
庁内研修（財政講演会・人権研修など）

一般健康診断
人間ドック
がん・婦人検診

研　修　内　容 参加者数
９７人
２５人
１４人
　１人
　２人
　６人
　１人
全職員対象

計
４人
３人

開始時刻

8時30分

正規の勤務時間

１週間あたり40時間

終了時刻

17時15分

休息時間
12時～12時15分
15時～15時15分

休憩時間

12時15分～13時

職 員 の 任 免 に
関 す る 状 況

職 員 の 分 限 ・
懲戒処分の状況

職員の研修の状況

職員の勤務時間
その他勤務状況
の 状 況

職 員 の 福 利 ・
利益の保護の状況

■人件費の状況（普通会計決算状況）

■職員の初任給の状況（平成18年4月1日現在） ■職員の平均給料月額と平均年齢(平成18年4月1日現在)

■特別職の報酬等の状況（平成18年4月1日）

※町長・助役・教育長は10,000円の減額を実施

支給率をかける基準金額は、職制上の段階，職務の等級によって加算措置があります。

※全職員を対象に3％の給料減額を実施

■職員数の状況(平成18年4月1日現在)

■主な職員手当の状況
①　期末・勤勉手当（平成18年度支給割合）

②　その他主な手当（平成18年4月1日現在）

区　分

区　分
大学卒
高校卒

一般行政職
伯耆町

170,200円
138,400円

国
170,200円
138,400円

区　分
一般行政職

給料・報酬月額
720,000円
590,000円
553,000円
308,000円
229,000円
215,000円

129人
23人
12人

164人

1.4月分
0.725月分
2.125月分

1.6月分
0.725月分
2.325月分

3.0月分
1.45月分
4.45月分

期　末　手　当

６月支給

内　　　　　　　　　　　容

12月支給 合　　計

職員数

平均給料月額
304,500円

平均年齢
40.4歳

歳出額
A Ｂ

人件費率
B／A

住民基本台帳人口
（17年度３月末現在）

16年度
人件費率

17年度 12,382人 6,581,870千円

実質収支

220,070千円 19.2％ 15.6％

区　　　分
町　　　長
助　　　役
教　育　長
議　　　長
副　議　長
議　　　員

区 　 　 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

管理職手当

特殊勤務手当

時間外勤務手当

○配偶者 月額　13,000円
○配偶者以外の扶養親族のうち2人目まで 月額　 6,000円
○扶養親族でない配偶者がある職員の扶養親族のうち1人目まで　月額　 6,500円
○配偶者のない職員の扶養親族のうち1人目まで 月額　11,000円
○上記以外の扶養親族 月額　 5,000円
○15歳に達する日以後の最初の年度始めから22歳に達する 1人につき5,000円加算
　以後の最初の年度末までの間にある子
○月額12,000円を超える家賃を支払って借家等に住む職員
　　　　　　　　　　　　　家賃の額に応じ、月額27,000円を限度に支給
○自己の所有する住宅に居住する世帯主である職員（取得後5年間）
　　　　　　　　　　　　　新築又は購入時5年間に限り月額2,500円支給
○交通機関等利用者　　　　運賃の額に応じ、月額55,000円を限度に支給
○自動車等使用者　　　　　通勤距離の応じ2,000円～24,500円支給
○管理又は監督の地位の職員（管理職員）に支給
　課長・教育次長・議会事務局長　　　給料月額の100分の9
　室長・事務局長・所長・館長・参事　　給料月額の100分の8
○特別の考慮を必要とする特殊の勤務に従事したときに支給
　（感染症防疫作業従事職員手当、行路病人及び死亡取扱従事職員手当など）
○正規の勤務時間を超えて勤務した場合に支給

区　　分
一般行政部門
教 育 部 門
公営企業等会計部門
合　　計

区 分
期 末 手 当
勤 勉 手 当
合 計

給料・報酬月額に20％を加算
し、それに次の数を乗じた額
　 6月　　1.6月分
　12月　　1.7月分
　 計　　3.3月分

人件費

1,262,396千円

【問合わせ先】自治振興課　組織管理室　　6 8－4 2 1 1
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